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Issues related to biodiversity now attract much attention not only from biologists but also 79 
from a wider public. Biodiversity has been recognized to play an important role in a number 80 
of social issues, such as disaster prevention and mitigation, social and economic capitals and 81 
sustainable use of natural resources. As a consequence, scientists working on biodiversity 82 
have increasingly been required to contribute to relevant policy-making processes. In reality, 83 
however, scientific research is not being used effectively in policies and practices in a 84 
phenomenon widely known as the research-implementation gap in conservation science. One 85 
important and practical way for scientists to contribute to solving social issues is conducting 86 
and publishing research with the potential to provide scientific knowledge required in 87 
solving those issues. However, it is not easy for many scientists to identify social issues that 88 
urgently require scientific knowledge, and provide the required knowledge at the right 89 
timing. Attempts to facilitate this process could contribute to bridging the research-90 
implementation gap. Here we first introduce legislative scans annually conducted by the 91 
British Ecological Society (BES) as a specific example of such attempts, and illustrate how 92 
the BES reviews and widely publicizes forthcoming legislations and expected policy 93 
developments that are likely to have consequences for the environment as well as ecologists 94 
and conservation scientists. Second, as a preliminary attempt in Japan, we also try to provide 95 
an overview of biodiversity-related international and domestic policies since 2015, 96 
specifically covering the following five topics: the Convention on Biological Diversity 97 
(CBD), the Intergovernmental Science-Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem 98 
Services (IPBES), climate change adaptation, green infrastructure, and wildlife-human 99 
conflicts. Finally, we discuss the importance of proactive approaches in Japanese scientific 100 
communities, for example through the implementation of legislative scans, for bridging the 101 
research-implementation gap in biodiversity-related issues. 102 
 103 







題になったと言ってよいだろう（Diaz et al. 2015a, b）。少子高齢化、人口減少、109 
経済活動の変化、自然災害、地球温暖化等、現在わが国が直面している様々な社会110 
的課題は、生物多様性の劣化を引き起こす重大な要因となっている。国際社会にお111 




に関する国際連合枠組条約（Framework Convention on Climate Change : FCCC）116 
や国連気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate 117 
Change: IPCC）という科学と政策の統合を目指した組織が存在することはよく知118 
られている。生物多様性についても同様に、生物多様性版 IPCC とも呼ばれる、生119 
物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学－政策プラットフォーム120 
（Intergovernmental Science Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem 121 
Services: IPBES）が 2012 年に設立され、科学研究が生物多様性という社会的な課122 
題に貢献するために国際的な方向性が示されている。 123 
 その反面、近年では研究成果が実社会において活用されないという、研究と124 
実践の隔たり(Research-implementation gap：天野 2017; Knight 2008; 大澤・赤125 
































テーマに設定する等が可能になる（Sutherland et al. 2011 及び次節参照）。大澤154 
・上野（2017）は、研究者が事前に社会的な重要課題を把握することを補助できる155 
取り組みとして、イギリス生態学会（British Ecological Society: BES）が実施して156 
いる horizon scanning の一部である legislative scan、すなわち生態学者や保全生157 
物学者にとって重要な法的、政策的課題を概観し、研究者に紹介するというものを158 
取り上げ、日本においても同様の取り組みを行うことを提案している（大澤・上野 159 




されている（Sutherland et al. 2014）。 164 
 著者らは legislative scan を参考に、第 64 回日本生態学会全国大会シンポジ165 
ウム「生物多様性に関わる様々な政策課題を広く俯瞰する」において、生態学研究166 
が貢献しうると考えられる 5 つの国際及び国レベルの政策や社会的課題について、167 
概要を紹介した（http://www.esj.ne.jp/meeting/abst/64/S14.html 2018 年 2 月 19168 











極的に取り組んでおり、かつ 2015 年以降の数年間に議論が進みつつあるトピック178 
を任意で 5 つ選定した。ただし、大澤・上野（2017）が、実務に貢献したいと考え179 
る研究者が意識すべき内容として論じている「意思決定プロセスの理解」と「実現180 
可能な解の提示」を勘案し、前者に強く関係する国際条約及び取組を 3 つ、後者に181 


















る深刻な問題のひとつとして広く認識されている（天野 2017; また保全生態学研198 
究における特集号を参照：天野ほか 2017; Walton and Gray 1991; Pullin et al. 199 
2004）。その中でも、科学研究の成果が保全管理に関する政策に十分に貢献してい200 





















（２）、（３）に対応）ための試みとして、BES が 2011 年から実行しているの220 
が、legislative scan である。Sutherland et al.（2011）はこの legislative scan221 
の目的を、「その年に制定される法律の中でも、生態学者に直接・間接的な影響222 
を及ぼしうる、もしくは生態学者と関連付けることで恩恵が得られる法律を特定223 





計４つのスケールで制定される法律について 10-15 項目ほどをレビューする。そ229 
の上で生物多様性保全に関わる様々な機関（大学、環境 NPO/NGO、政府機関な230 
ど）における環境政策の専門家 10 人前後を著者として招集し、各著者が取り上げ231 
るべき項目を持ち寄って文章を執筆し、毎年 3 月に BES の会報及びウェブサイト232 
（http://www.britishecologicalsociety.org/policy/reports-publications/legislative-233 
scans/、2018 年 9 月 30 日確認）で公表している。例えば 2017 年の legislative 234 
scan（Sutherland et al. 2017）では、グローバルの項で、CBD の主要議題の動235 
き（詳細は後述）のほか、2016 年 11 月に発効したパリ協定が同協定を実施して236 
いくにあたって「ルールブック」を 2018 年までに策定すること等を挙げている。237 
EU の項では、2015 年に発効した EU の侵略的外来種規制法（Invasive Alien 238 
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Species Regulation）に注目し、同法が採用している List of Invasive Alien 239 
Species of Union concern（欧州連合において、在来の生物多様性に対して多大な240 
悪影響を与えることが懸念される侵略的外来種のリスト）に新たに 12 種が加えら241 
れることを取り上げている。イギリスの項では、国内の大学及び科学研究費の改242 
革を目的とした法案を挙げ、大学や科学コミュニティの自治や民営化などに影響243 
を及ぼし得る同法案が 2017 年春には貴族院（上院）を通過し、その後すぐ国王裁244 
可が行われる見通しであることを説明している。イギリスを構成する４地域に関245 
する項では、ウェールズで 2016 年 5 月に発効し、天然資源の持続可能な管理を目246 
的とした Environment（Wales）Act に注目している。ウェールズ政府は同法令247 
に伴った National Natural Resources Policy を 2017 年 4 月までに制定する予定248 
で、その協議が 2016 年 11 月から 2017 年 2 月 13 日の間に行われることが説明さ249 
れている。 250 
 251 
Legislative scan から得られる研究者への示唆 252 
 政策に関する情報を生態学者や関連分野の研究者に対して周知することを253 










る（Sutherland et al. 2016）。これらの情報は科学者や保全従事者にとって、実262 
際に離脱が決まった際の対応を準備するために貴重な情報を提供していたと考え263 








 CBD は気候変動取組条約及び砂漠化対処条約と並んで、環境分野の国際条272 
約の代表例であるリオ３条約の１つである。1992 年に採択され、1993 年に発効し273 
た CBD では、「生物の多様性の保全」、「生物多様性の構成要素の持続可能な利274 
用」及び「遺伝資源の利用から生ずる利益の公正で衡平な配分」という 3 つの目的275 
が掲げられている。これに応じて、同条約下には、遺伝子組み換え生物の規制に係276 
る「カルタヘナ議定書」及び遺伝資源の取得の機会及びその利用から生ずる利益の277 
公正かつ衡平な配分に係る「名古屋議定書」がある（https://www.cbd.int/ 2018 年278 
9 月 30 日確認）。条約及び議定書に係る諸ルールや進捗状況、今後の国際的目標を279 
議論するために、２年に１度、締約国会議として COP（Conference of the Parties）280 
及び MOP（Meeting of the Parties）が開催される。 281 
2010 年に日本の名古屋で開催された第 10 回締約国会議 COP10 では、生物282 





ことが期待されている（奥田 2014）。 286 




した。2014 年時点で達成が見込まれたのは、愛知目標 11（陸域の保護地域面積）、291 
16（名古屋議定書）及び 17（生物多様性国家戦略の改定）の 3 目標のみとされた。292 
同様の分析結果は Tittensor et al.（2014）によっても報告されている。 293 
直近では、CBD 第 13 回締約国会議（COP13）、カルタヘナ議定書第 8 回締294 
約国会合及び名古屋議定書第 2 回締約国会合（総称して「国連生物多様性会議メキ295 
シコ・カンクン 2016」）が合同開催された。COP13 における議題のうち生態学に296 
係るものとしては、例えば、「自然保護区」、「生物多様性と健康」、「生物多様297 
性と気候変動」等があった（環境省, http://www.env.go.jp/press/103305.html 2018298 
















（Oye et al. 2014）についても、「合成生物学」の議論で触れられた。その結果、313 
遺伝子ドライブについても、合成生物学技術で得られる種、器官、製品の環境への314 
放出と同様に、コントロールするためのリスク評価・管理等が、各締約国に求める315 
予防的手段として強く促されている。こうした COP13 の決定の和訳（仮訳）は、316 
そ の 主 要 な メ ッ セ ー ジ を ウ ェ ブ サ イ ト 上 で 発 表 し た ほ か317 
（http://www.env.go.jp/press/103305.html, 2018 年 9 月 30 日確認）、より網羅的318 
な訳も掲載している（環境省 生物多様性条約第 13 回締約国会議決定の和訳 . 319 
http://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/treaty/files/cop13_bio_decisions.pdf, 320 
2018 年 9 月 30 日確認）。 321 
 条約の締約国は、195 カ国及び EU が含まれる（米国は含まれない）（CBD: 322 
https://www.cbd.int/, 2018 年 9 月 30 日確認）。締約国会議にはこれら締約国政府323 
代表団に加え、一部の国際機関や NGO 等が参加する。同条約に関連性が深い組織324 
として IPBES があり（※詳しくは次項を参照）、IPBES の評価作業で得られた知325 
見は、適宜、CBD における議論に還元される仕組みとなっている。 326 
 327 
生態学者は CBD にどう貢献できるのか 328 




状 で あ る 。 国 際 的 な 目 標 作 り に つ い て は 、 い わ ゆ る SMART331 
（Specific/Measurable/Ambitious/Realistic/Time-bound）な目標が望ましいとさ332 







略 2012-2020」（日本政府 https://www.env.go.jp/press/files/jp/20763.pdf, 2018 年340 
9 月 30 日確認）や、各地方自治体による「生物多様性地域戦略」（例えば大分県玖341 
珠郡九重町 http://www.town.kokonoe.oita.jp/docs/2017061600016/ 2018 年 9 月342 
30 日確認）が策定され、国別・地域別の目標が設定されてきた。とはいえ、これま343 










る研究者間でもたびたび議論されてきた（例えば Minin and Toivonen 2015）。生352 
態学者には、こうした国際目標の設定や目標達成状況評価の指標設定・データ収集353 
・分析等に貢献することが強く期待されている（大澤 2017）。 354 
 355 
 356 
IPBES の描く「科学・政策インターフェイス」： 357 
これまでに見えてきた課題と研究者への示唆 358 





の 4 要件が重要であるという考えが定着しつつある（Young et al. 2013）。本節で364 
は、生物多様性に関する国際的な科学・政策インターフェイスの代表的なものとも365 
言える IPBES について有効性を評価する 4 つの要件に照らしながら概説し、これ366 
に研究者がどのように関わっていけるのかについて筆者の考えをまとめる。 367 
 IPBES は、生物多様性条約等の生物多様性・生態系サービスに関連する多国368 
間環境条約の意思決定や実施に関する科学・政策インターフェイスを強化すること369 
を目的に 2012 年 4 月に設置された国連機関であり、現在は 126 カ国（2017 年 3 月370 
時点）参加のもと、2019 年までの第１期作業計画が実施されている（表 2）。本稿371 
執筆の時点（2017 年 6 月）で IPBES 第１期作業計画は終盤に差し掛かっており、372 
花粉媒介に関するテーマ別アセスメントとシナリオ・モデリングに関する方法論ア373 
セスメントが既に完了している。以下に、これまでに見えてきた IPBES の課題に374 
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ついて、上に挙げた科学・政策インターフェイスの有効性 4 要件に照らして整理す375 
る。 376 
 まず政策関連性については、IPBES では参加する各国の政策決定者のニーズ377 
に応答すべく、作業計画の策定、アセスメントのテーマや内容の決定、及びアセス378 












レビューに基づいて執筆される。IPBES の第 1 期では新たなシナリオ・モデリン391 





生態学者の IPBES への関わり方 397 
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 科学・政策インターフェイス有効性要件の 4 つ目、反復性（iterativity）に398 
着目し、IPBES の 2019 年以降の継続を想定すると、今後生態学者を含む研究者が399 
どのように IPBES に貢献できるのかが見えてくる。まず、第 1 期作業計画で確立400 
された取組や方法論に沿って研究者が実証研究を行うことで、その成果を以降のア401 
セスメントに取り込めるようになり、科学的信頼性（credibility）を高められる。402 
























された COP21 のパリ協定である。ここで注意しなければならないのは、こちらの425 
COP は前述の COP10 （生物多様性条約第 10 回締約国会議: COP-CBD）とは異な426 
るものである点である。いずれも COP の略称を用いるが、生物多様性分野の関係427 
者にとって COP といえば COP-CBD であり、気候変動分野の関係者にとっては428 
COP-FCCC であるので、分野内にいる場合は混乱を生じない。しかし、分野をまた429 
ぐ場合は多少混乱を生じる。この COP21 のもとで、全球の平均気温上昇を 2 度未430 
満に抑えることが世界共通の目標として掲げられ、さらには 1.5 度未満まで抑える431 



















として成功を収めている事例が IPCC である。IPCC は 1988 年に国連環境計画 449 
（UNEP）と世界気象機関（WMO）によって設立された。気象学者の色が濃い組織450 
ではあるが、現在はその研究分野の裾野をあらゆる分野へ広げ、5–6 年ごとに公表451 
される報告書も既に第 5 次報告書となった。その中で生物多様性も当然扱われてお452 
り、気温上昇によって深刻な被害を受けるリスク項目に挙げられている（O’Neill 453 
et al. 2017）。IPCC は現在、1.5℃の地球温暖化に関する特別報告書（1.5℃SR）454 
の準備を着々と進めている状況にある （2017 年 6 月本稿執筆時）。パリ協定の成455 
立にも IPCC が大きな役割を果たし、特に RCP2.6 シナリオ（将来における温室効456 
果ガスの 4 つの代表濃度経路シナリオのうち、最も気温上昇が小さいシナリオ） に457 
関する研究成果が、議論のベースになったとされる（Beck and Mahony 2017）。458 
地球温暖化に関わるステークホルダーは極めて多領域に及ぶが、そのステークホル459 
ダーに対する窓口として IPCC は極めて有用であるといえる。IPCC では、影響・460 
適応研究に関して、ある程度決まった取組が定められており、例えば研究者は気象461 
研究者グループが公表する大気海洋結合モデルの 4 つの RCP シナリオの気候予測462 






を政策に貢献させる方法として、IPBES だけではなく、IPCC へのアウトプット、467 




分野での実践例は限られている。将来の気温の増加の程度は IPCC で共通化された472 
気候モデルによる結果を利用することが望ましいが (例えば、Yamamura et al. 473 
2006)、シンプルに 1 度から 2 度増加させた場合の予測を行うだけでも (例えば474 
Satake et al. 2013)、大きなインパクトを与える研究になる。複雑な数理モデル化475 
を行わず、単純な統計モデルを利用した予測でも、その適用範囲に十分注意しなが476 

























































く海外も含め、グリーンインフラストラクチャー（Green Infrastructure 自然の多530 
様な機能を活用した社会資本整備、土地利用計画; 以降はグリーンインフラと表記）531 






















































では「負の生態系サービス」の典型としても知られている（Shackleton et al. 2016）。580 
鳥獣がもたらす農業被害は 1970 年代以降国内各地で増加しはじめ、その被害の年581 
間総額は今世紀に入って 200 億円前後で高止まりしている（農林水産省鳥獣被害対582 

























措法（2007 年施行、2016 年一部改正）をもとに、捕獲体制の強化や資源活用（た606 
とえばジビエ振興）の促進などに利用可能な特別交付税を市町村に配布する形で進607 
められている。また、同省と環境省は共同で「抜本的な鳥獣管理対策」を発表し、608 
2023 年度までにニホンジカ（Cervus nippon）とイノシシ（Sus scrofa）の個体数609 
を半減、ニホンザル（Macaca fuscata）とカワウ（Phalacrocorax carbo）は被害を610 
出 す 群 れ や 個 体 を 半 減 す る と い う 、 捕 獲 重 視 の 政 策 方 針 を 提 示 し た611 














































それに向けた legislative scan の意義 654 
本稿は、研究と実践の隔たりの解消に向けた試みの一つとして、BES の取り655 
組みである legislative scan を紹介するとともに、これを参考にして生物多様性と656 
生態系サービスに関わる国内外の重要な政策課題を 5 つ概観し、各課題に関わる研657 
究者等の立場から今後の期待や展望を述べた。今回取り上げた各政策課題について658 
は、既に解説記事等が出版されているものの（例えば IPBES: 白山 2016; グリー659 
ンインフラ: 西田 2017 及び同雑誌内における特集）、Google Scholar で IPBES、660 
グリーンインフラストラクチャーそれぞれ日本語の文献を検索すると、ヒットする661 
件数はそれぞれ 65 件、37 件と、生物多様性の 71,700 件に比して少ないと言わざ662 























夫が必要になる。また研究者の利用においては、legislative scan は研究者が取り組684 
むべき課題の「正解」を提示するカンニングペーパーではないことを認識しておく685 
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図 1. 研究と実践の隔たりを埋めるための取り組み。Legislative scan 等、個々の研917 
究者による研究活動の支援は間接的な取り組みにあたる。 918 
  919 
  
表 1 国内における代表的な研究者による行政施策過程への参与形態 920 
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表 2 生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学－政策プラットフォーム（IPBES）第１期作業計画の構成 923 
作業項目 内容 
アセスメント 地球規模アセスメント、地域アセスメント、テーマ別アセスメント（花粉媒介、土地劣化
と再生）、方法論アセスメント（シナリオ・モデリング、価値概念化） 
政策支援ツール 政策に資するツールや方法論の特定、活用の推進、さらなる開発の推進 
能力強化 能力強化の優先ニーズの特定、優先ニーズ対応のための支援等 
知識形成 政策決定者の知識ニーズの特定、必要とされている新たな知識形成の推進 
 924 
